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研究成果の概要（和文）：本研究は、日本における社会的排除の実態を明らかにするとともに、

この問題の克服の方策を、雇用と福祉の連携政策すなわちアクティベーション政策を中心にし

て展望するものである。また、研究代表者がこれまで研究を行ってきたフランスを取り上げ、

比較対象とした。これによって、日本で 2000 年頃から今日まで実施してきたアクティベーシ

ョン政策の特徴と方向性を明らかにするとともに、今日実施が具体化しつつある生活困窮者自

立支援策の課題などを分析した。 
 
 
研究成果の概要（英文）：This study is intended to clarify the actual situation of social 
exclusion in Japan, and to delineate an outlook for measures to resolve this problem 
from the point of view of cooperation policy of welfare and employment, that is 
activation policy. In addition, this study compares with the activation policy of France 
that I have studied so far. As well as to clarify the direction of the features of activation 
policies from around 2000 to today in Japan, I have discussed issues of “the Support 
Measures for the people facing poverty” that are becoming embodied today. 
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１．研究開始当初の背景 
(1)  1990 年代後半以降、日本では、失業と
不安定雇用の増加、男性稼ぎ主型家族モデル
や企業社会モデルの揺らぎ、そして既存の社
会保障制度の機能不全といった状況が進む中
で、ニートやひきこもりの若者、貧困な母子

世帯、ホームレス生活者、そして生活保護受
給者などが増加してきた。 
 2000 年前後から日本政府、地方自治体そし
て民間団体において、こうした新たな社会問
題に対する取り組みが進められてきた。しか
し、政府のこれまでの取り組みは多くの成果
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をもたらしたとは、言いがたい状況にある。 
 
(2) フランスをはじめ欧米諸国においては、
すでに 1980 年代から同様の問題が深刻化し、
これらの問題を社会的排除という概念でとら
えるとともにその克服の政策をアクティベー
ションとして論じ、具体化をはかってきた。
そして、欧米の先行したこれらの施策は、日
本においても注目されてきた。 
 欧米諸国の政策動向を睨みながら、日本に
おいて今後望ましい政策についての議論が今
後さらに活発になることが求められている。 
 
 
２．研究の目的 
(1)  以上のことから、本研究の目的の第 1 は、
日本における社会的排除の実態を明らかにす
ることにある。 
 
(2) これを踏まえて第 2 に、日本における社
会的排除の克服に向けた方策、すなわちアク
ティベーションに向けた取り組みを検討する。
その場合、政府の政策を追うだけではなく、
それに大きな影響を与えている先進的な自治
体や民間団体の取り組みに注目し、それが追
及している方向を明らかにすることが重要で
ある。 
 
(3) 第 3 は、すでにそうした取り組みを進め
ている欧州諸国との比較を通して、日本の政
策の現状を客観的に分析するとともに、今後
の政策のあり方についても積極的な問題提起
を行うことにある。一般に欧州におけるアク
ティベーションの道筋には、イギリスなどの
「福祉から就労へ」型ワークフェア、北欧諸
国の就労アクティベーション、そしてフラン
スなどの社会的アクティベーションと就労ア
クティベーションの組み合わせの 3 類型があ
る。 
前者 2 者についてはすでに先行研究が多い

ことから、これらの分析はそちらに譲り、こ
こではフランスを取り上げて分析をすること
とした。これにより、日本におけるアクティ
ベーション政策の今後を考えるうえでの選択
肢が多様であることを示すこととした。 
 
 
３．研究の方法 

(1) 第 1 の国内における社会的排除の実態
把握については、すでに先行して実施してい
た東京と大阪を中心としたワーキングプア調
査（連合総合生活開発研究所における調査、
座長：福原宏幸、2009 年実施）の成果を活用
し、そのデータ分析に取り組んだ。 
 
(2) 第 2 のアクティベーションに向けた取り
組みについては、政府が 2010 年 10 月から

2012 年度末までの期間に全国 26 地域で実施
したパーソナル・サポート・モデル事業に着
目し、とりわけ大阪府内で実施された大阪
府・豊中市・吹田市・箕面市・八尾市・柏原
市の事業の分析を行った。それらは、実施自
治体の施策はもちろん、その事業の事務局や
一部事業を受託した民間団体の活動も視野に
入れた調査を実施した。 
 
(3) フランスのアクティベーション政策の調
査については、パリ県における社会的包摂政
策の具体的な展開過程についてのヒアリング
調査と、各ヒアリング先で提供されたデータ
の分析を行うこととした。 
 
(4) また、これらの分析結果の取りまとめは、
研究代表者が組織した研究会での報告と議論、
学会報告を経て、分析内容を精緻化していっ
た。 
 
 
４．研究成果 
(1) 連合総研調査では、ワーキングプア 120
人のヒアリング調査、620 人のアンケート調
査のデータをもとに、分析を行った。その結
果、そこには 4 つの社会的排除を見出すこと
ができた。第１の問題は、子どもの頃からの
生育歴において、子どもの頃の家庭の貧困や
家庭環境の不安定さ、それと関連した低学歴、
人間関係（＝個人が獲得すべき社会関係資本）
の希薄さなどの問題を見出すことができた。
すなわち、「子ども期の貧困」と「学校教育
における排除」であり、これらは、その後の
職業生活に大きな影を落としていることも明
らかとなった。 
第２は、職業生活における「雇用の不安定

さ」と「労働における周縁性」という特徴を
見出すことができた。 
第３に、社会的なつながりの希薄さやその

関係の切断という「社会関係からの排除」、
さらにそれが自己否定的な考えや精神的な不
健康といった「自分自身からの排除」という
問題に直面している人が多いことがわかった。 
第４は、既存のセーフティネットから漏れ

落ちるという「セーフティネットからの排除」、
そうした状況を訴えるための「ボイス」機能
が不完全であることによる「政治からの排除」
を見出すことができた。 
⇒雑誌論文①⑤⑥⑩ 
 
(2)  2 つめの研究の目的に関連して、日本に
おける社会的排除に対する政府を中心とした
施策の展開、とりわけ 2000 年頃から現代に
いたるまでの施策をどのように特徴づけるべ
きか、その分析を行った。その結果、2000 年
代前半は、日本独自のアクティベーション政
策、すなわち「はじめに就労ありき」型ワー

 



クフェアであったことを明らかにした。2007
年以降は、それまでの施策がうまく進まなか
ったことを受けて、欧米で取り組まれてきた
多様な施策が部分的に導入されてきたを明ら
かにするとともに、これらが必ずしも体系だ
ったものでなかったことから、全体としての
明確な方向性を示しえない混沌とした状況と
なっていることを明らかにした。 
⇒雑誌論文⑨、図書① 
 
(3)  同じく 2 つめの研究目的に応えるために、
生活困窮者支援の実態分析を行った。具体的
には、大阪の 4 市のパーソナル・サポート・
モデル事業の分析をおこなった。ここでは、
自治体の担当部局のイニシアティブが十分に
発揮される環境づくりが重要であること、民
間諸団体が組織した社会的居場所や社会的企
業などの重要性、支援における伴走型支援の
仕組み、支援に必要なノウハウをもった多様
な社会資源との連携などの重要性を明らかに
した。 
 また、これらの成果を全国的に展開する上
での課題もまた、明らかした。 
⇒雑誌論文③④⑫ 
 
(4) フランス調査では、生活困窮者向けの施
策として、就業連帯所得（RSA）、社会的・就
労参入支援のプログラム、伴走型支援、そし
てこうした事業を担う民間の非営利団体や社
会的企業の重要性を明らかにした。とりわけ、
就職困難層に対しては、就労訓練前に社会参
加に向けたていねいな支援プログラムを実施
していること、就労支援プログラムの多様性
などが明らかとなった。これらは、当事者の
ニーズや状況の多様性に応じた個別的な支援
の重要性を物語っている。 
⇒雑誌論文②⑪、学会報告⑥ 
 
(5) 以上の分析を踏まえて、今後日本で求め
られる施策のあり方について、問題提起を行
った。 
⇒雑誌論文③⑦⑧⑬⑭ 
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